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１．背景

（１）地球温暖化の進行

気候システムの温暖化には疑う余地がない。このことは、大気や海洋の世界平均温
度の上昇 雪氷の広範囲にわたる融解 世界平均海面水位の上昇が観測されている

（１）地球温暖化の進行

度の上昇、雪氷の広範囲にわたる融解、世界平均海面水位の上昇が観測されている
ことから今や明白である。（気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次評価報告書）

【極端な気象現象に関するIPCC第4次評価報告書における評価】

※SRESシナリオ
IPCCが取りまとめた 今後の社会・経済動向に関する想定から算

IPCC第4次評価報告書第1作業部会報告書政策決定者向け要約（気象庁和訳）より
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IPCCが取りまとめた、今後の社会・経済動向に関する想定から算
出した温室効果ガスの排出シナリオ



（２）異常気象をもたらす大規模な現象例

○エルニーニョ／ラニーニャ現象
・エルニーニョ現象：太平洋赤道域の日付変更線付近
から南米沿岸にかけての海面水温が数年おきに平
年より高くなり 半年～１年半程度続く現象

○北極振動
・北極振動：北極と北半球中緯度地域の気圧が逆位相

で変動する現象。
‐ 「正の北極振動」：北極地方の気圧が平年より低く年より高くなり、半年 １年半程度続く現象。

・同じ海域の海面水温が平年より低くなる現象をラ
ニーニャ現象と呼ぶ。

・エルニーニョ現象やラニーニャ現象が発生すると、地
球規模で大気の流れが変化するため 世界中の天

「正の北極振動」：北極地方の気圧が平年より低く、
中緯度帯の気圧が平年より高い場合。中緯度への
寒気の南下が弱くなる。

‐ 「負の北極振動」：北極地方の気圧が平年より高く、
中緯度帯の気圧が平年より低い場合。北極地方か球規模で大気の流れが変化するため、世界中の天

候に影響が現れる。
中緯度帯の気圧が平年より低い場合。北極地方か
ら中緯度に向かって寒気が流れ込みやすくなる。

・顕著な北極振動は各地の天候に大きな影響を与える。

1988/1989年冬
正の北極振動

2009/2010年冬
負の北極振動

エルニーニョ現象に伴う太平洋熱帯域の大気と
海洋の変動（赤道断面図）
現象発生時は 東 が 常時 りも弱くなり

ヨーロッパ、ロシア
などで異常低温

日本で暖冬

顕著な北極振動時の気圧配置の例
等値線は海面校正気圧で、「高」は高気圧、「低」は低気圧を表す。陰影は
地上気温平年差で、暖色が平年より気温の高いことを、寒色が平年より
気温が低いことを示す。 3

エルニーニョ現象発生時は、東風が平常時よりも弱くなり、
西部に溜まっていた暖かい海水が東方へ広がるとともに、
東部では冷たい水の湧き上りが弱まる。このため、太平洋
赤道域の中部から東部では、海面水温が平常時よりも高
くなっている。また、積乱雲が盛んに発生する海域が平常
時より東へ移る。



【食料分野】
野菜 果樹 品質低 等 畜産 影響 水産 影響

（３）季節の天候によるリスク例（平成２２年夏の猛暑）
【食料分野】

コメの品質低下

野菜・果樹の品質低下等 畜産への影響 水産への影響

【自然生態系分野】
養殖業への
被害

（平成22年10月18日 朝日新聞）

（平成22年9月3日 日本農業新聞） （平成22年9月14日 日本経済新聞）

（平成22年8月30日
東京新聞）

【自然生態系分野】被害

樹木枯れ

（平成22年8月28日 （平成22年8月30日
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（平成22年8月28日
日本経済新聞）

（平成22年8月30日
産経新聞）



【流通・小売分野等】

コンビニ売上増 エアコン売上増 プール・ビールの需要増

（平成22年8月26日 東京新聞）

【健康分野】

（平成22年10月13日 東京新聞） （平成22年8月11日 読売新聞）

【健康分野】

熱中症患者増
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（平成22年8月18日
日本農業新聞）



（４）気候情報の利用拡大に向けた議論

際 な 向国際的な動向

○第３回世界気候会議（H21.8.31‐9.4）において、気候サービスのための世界的枠組
（Gl b l F k f Cli S i (GFCS) ）の構築が決定（Global Framework for Climate Services (GFCS) ）の構築が決定
○世界気象機関（WMO）が中心となり、各国政府、国連機関等の協力により構築を目指す
○「ハイレベルタスクフォース」（日本からは宇宙航空研究開発機構（JAXA）の向井千秋氏

がメンバーとして参画）において 枠組に関する提言等をまとめた報告書を作成中がメンバ として参画）において、枠組に関する提言等をまとめた報告書を作成中

気候情報利用者

政府、民間企業、研究機関、
農業 水管理 健康 建設 災害対策

気候サービスの利活用は、
十分に進んでいない現状 農業、水管理、健康、建設、災害対策、

環境、観光、運輸など

•気候情報の利用環境の改善

十分に進んでいない現状。

利用者インターフェース

気候情報 利用環境 改善
•利用者ニーズに応じた気候情報の提供
•気候情報利用者と提供者の連携強化
•気候情報の精度改善

観測と監視 予報
研究＆モデリング

気候情報提供者

政策や意思決定における気候情報の利
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研究＆モデリング

GFCSの枠組（イメージ）

政策や意思決定における気候情報の利
活用を促進



国内の動向

○国内では、地球温暖化の影響に対応するための方策（適応策）の推進のため、
関係府省において審議会・委員会等が実施されている。

情 議論 ポ 総○気候情報に係る議論のポイントは、総じて以下の通り。
‐ 観測・予測データの公開・共有体制の強化
‐ 気候変動予測における不確実性の低減及び空間スケールの詳細化

精度の高い近未来予測 極端現象の予測技術の開発‐ 精度の高い近未来予測、極端現象の予測技術の開発

【関連する審議会等】

審議会等名 答申、報告等 概要

内閣府総合科学技術会議 気候変動に適応した社会の創出に向け
た技術開発の方向性（平成22年1月）

気候変動に適応した新たな社会と価値の創
出という高い目標を掲げ、そのための技術開
発と社会変革の進むべき方向を提示発と社会変革の進むべき方向を提示。

国土交通省社会資本整備審
議会

水災害分野における地球温暖化に伴う
気候変化への適応策のあり方について
（答申）（平成20年6月）

気候変動に適応した治水対策のあり方に関
する基本認識、外力の増大と国土・社会への
影響、適応策の基本的方向等を取りまとめ。

国土交通省交通政策審議会 地球温暖化に起因する気候変動に対す
る港湾政策のあり方（答申）（平成21年3
月）

地球温暖化による、沿岸域における海象条件
の変化や災害リスクの増大等についての基
本認識を整理し、これらに対応するための適
応策の基本方向・具体的施策を取りまとめ。

環境省「気候変動適応の方向
性に関する検討会」

気候変動適応の方向性（平成22年11月） 国及び地方公共団体の適応策関係部局を主
な対象とし、各分野に共通する適応策の基本
的な方向性等を取りまとめ。
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交通政策審議会気象分科会

「今後の地球環境業務の重点施策「今後の地球環境業務の重点施策」（平成20年6月）

【関連部抜粋】

１．地球温暖化の監視・予測に係る重点施策

– 地球温暖化予測情報の改善

• 大雨等による災害リスクや影響のより正確な見積もりによる、国民の安心・安全
の確保や温暖化適応策の策定への寄与

– 我が国の地球温暖化の現状と見通しに関する科学的知見取りまとめ・公表

• 我が国全体の科学的な裏付けのある資料公表による温暖化対策への貢献

２．季節予報と異常気象に係る重点施策

– 季節予報に関する情報の改善季節予報に関する情報の改善

• 国民に分かりやすい季節予報の提供

• セクターごとに使いやすく、高度利用の可能な季節予報の利用促進

異常気象等に関する情報の改善– 異常気象等に関する情報の改善

• 関係機関による的確な防災計画策定や、水資源管理・農業・エネルギー等の分
野における天候リスク管理への支援

• 海洋が我が国の気象に及ぼす影響の評価• 海洋が我が国の気象に及ぼす影響の評価

– 異常天候早期警戒情報」の充実・利活用促進

• 農業・エネルギー等の分野における、より的確な天候リスク管理 8



地球温暖化予測

（５）予測技術等の技術基盤

地球温暖化予測

気候モデル：大気・海洋・陸面の過程を計算機の中に再現
温室効果ガス エアロゾル 火山噴火 太陽活動などの温室効果ガス、エアロゾル、火山噴火、太陽活動などの
外的要因の変化に対する地球気候の反応を計算する

気候変動の将来予測

全球気候モデル 地域気候モデル

21世紀末の気温上昇量予測

シナリオ：温室効果ガスの排出量と大気中濃度変化

9
高位・中位・低位の温室効果ガ
ス濃度変化と対応する排出量



季節予報季節予報

季節予報における時間スケー季節予報における時間スケ
ルは、季節～半年

エルニーニョ・ラニーニャ現象な
ど、この時間スケールで変動し、
大気の平均的状態に大きな影大気の平均的状態に大きな影
響を与える海洋の状況を予測
する必要がある。

海洋と大気は互いに影響を及
大気・海洋結合モデルの概念図

海洋と大気は互いに影響を及
ぼしながら変動するため、右図
のような大気・海洋結合モデル
を利用している

10

を利用している。



アンサンブル予報

○ある時刻に少しずつ異なる初期値を多数用意して多数の予報を行い、その平均や
ばらつきの程度といった統計的な性質を利用して、気象現象を不確実性も含めて

アンサン ル予報

程度 統計 な性質を利用 、気象現象を不確実性 含
予報する手法。

○季節予報は、この「アンサンブル予報」に基づく「確率予報」である。
（1カ月予報では平成8年3月より導入。導入時の予測数は１０（現在は５０）。）

予測幅

アンサンブル予報の例
850hPa（地上約1,500m）の気温の平年差の予測を
示す。50本の細い実線は個々の予測結果。黒の
太 実線 本 細 線を 均 たも

アンサンブル予報を用いた気温予測の
頻度分布例

アンサンブル予報により、予測幅の定量化
（ 報 確実性 評価）が 能となる
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太い実線は50本の細い線を平均したもの（アンサ
ンブル平均）。

（予報の不確実性の評価）が可能となる。



２．気候情報の種類（気象庁発表）

（１）10年～100年後の地球温暖化
種類 発表頻度 内容

地球温暖化予
測情報

随時（２～３年毎） 気象研究所で開発した気候モデルによる将来の気候変化予測。100年後の日本付
近の気温や降水量の予測など。

（１）10年 100年後の地球温暖化

種類 発表日 内容
１か月予報 毎週金曜日 向こう１か月間の平均気温、降水量、日照時間、降雪量、１週目、２週目、

３～４週目の平均気温

（２）数週間から数ヶ月後の季節の天候

３～４週目の平均気温

３か月予報 毎月25日頃 ３か月平均気温、降水量、降雪量、各月の平均気温、降水量

暖候期予報 ２月25日頃 夏（６～８月）の平均気温、降水量、梅雨時期（６～７月、沖縄・奄美は５
～６月）の降水量

寒候期予報 ９月25日頃 冬（12～２月）の平均気温、降水量、降雪量（日本海側の地域のみ）

異常天候早期
警戒情報

原則火・金曜日
（最大週２回）

５日後から14日後までの間の７日間平均気温が「かなり高い」または「かな
り低い」となる天候の可能性

エルニーニョ 毎月10日頃 エルニーニョ現象など熱帯域の海洋変動の実況と見通し

種類 発表頻度 内容

監視速報

（３）現在の気候や異常気象

全球異常気象
監視速報

毎週水曜日 週毎の世界の異常気象の発生状況。

異常気象の要
因 分 析 に 関 す
る情報

随時 比較的長期（２週間程度）にわたって持続した異常気象について、異常気象分析
検討会の助言のもと、その要因に関する情報を発表。

る情報
過 去 の 統 計
データ

随時 過去の気象観測データの統計を気象庁ホームページ等で公開
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（１）地球温暖化予測に関する情報

気象庁では、気象研究所で開発した気候モデルを用いて将来の気候変化を
予測し、その結果を平成８年度より「地球温暖化予測情報」として公表している。予測し、その結果を平成８年度より 地球温暖化予測情報」として公表している。

温室効果気体の増加シナリオ等

「地球温暖化予測情報」の内容

第５巻
（平成14年度）

新たに開発した地域気候モデルによるIPCC（気候変動に関する政府間パネル）のSRESシナリ
オからA2、B2シナリオに基づく世界全体の気温、降水量、海面水位などの変化量予測と日々
の気温や降水量の変動の評価。

第６巻 IPCC SRES A2シナリオに基づく場合の、新たに開発した地域気候モデルによる日本付近の詳
（平成16年度） 細な気候予測と都市化気候モデルによる関東地方の気候予測。

第７巻
（平成19年度）

IPCC SRES A1B、B1シナリオに基づく場合の、新たに開発した大気・海洋結合地域気候モデル
による日本付近における寒候期の気温・降水量や海面水位などの詳細な気候予測。

【SRES A2シナリオ】
高い経済成長と地域の独自性を仮

定するシナリオ

【SRES A1Bシナリオ】
すべてのエネルギー源のバランスを

重視 高 経済成長と地域格差重視し、高い経済成長と地域格差の
縮小を仮定するシナリオ

【SRES B1シナリオ】
環境を重視した持続可能な経済成長

と地域格差の縮小を仮定するシナリオ

【SRES B2シナリオ】【SRES B2シナリオ】
環境を重視した持続可能な経済成長

と地域の独自性を仮定するシナリオ

※SRESシナリオ：IPCCによる温室効果
ガス排出シナリオ

左：約100年後の年平均気温の上昇量（IPCC SRES A2シナリオに基づく予測）
中、右：約100年後の降雪量の変化量（IPCC SRES A1B,B1シナリオに基づく予測） 13



（２）季節の天候に関する情報（季節予報）

季節予報では、１か月間あるいは３か月間の平均的な気温や降水量、天候
等の大まかな傾向を予報する

（２）季節の天候に関する情報（季節予報）

等の大まかな傾向を予報する。

季節予報で用いる地域区分

全般季節予報 地方季節予報

降水量、日照時間、降雪量は、
北・東・西日本をそれぞれ日本海
側、太平洋側に区分している。

全国を１１の地方に分けて予報。そ
れぞれの地方を細分することもある。
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【確率予報】

○季節予報では、気温、降水量等を予報する場合には「低い(少ない)」
「平年並」「高い(多い)」の３つの階級を用いる。

【確率予報】

「平年並」「高い(多い)」の３つの階級を用いる。
○各階級の区分値は、1971～2000年の30年間における出現率が等分

（それぞれ33％）となるように決めている。

低い低い 平年並平年並 高い高い

（予報での表現例）

【季節 均気温 年並 範囲（ 年差 単位 ℃）】

低い低い

２０％２０％

平年並平年並

３０％３０％

高い高い

５０％５０％

【季節平均気温の平年並の範囲（平年差、単位：℃）】

地域 冬（12～2月） 春（3～5月） 夏（6～8月） 秋（9～11月）

北日本 0 2～+0 3 0 3～+0 2 0 5～+0 2 0 3～+0 4北日本 -0.2～+0.3 -0.3～+0.2 -0.5～+0.2 -0.3～+0.4
東日本 -0.3～+0.4 -0.3～+0.2 -0.4～+0.3 -0.3～+0.3
西日本 -0.3～+0.6 -0.3～+0.2 -0.1～+0.2 -0.2～+0.2西 本

沖縄・奄美 -0.1～+0.3 -0.3～+0.2 -0.2～+0.1 -0.2～+0.1
15



【１か月予報の例：平成２２年１２月３１日発表】

九州北部地方の１か月予報 向こう１か月の平均気温の予報（地方
季節予報、気象庁ＨＰでの表示）

16



【異常天候早期警戒情報】

概ね２週先までに、平年からの隔たりの大きな天候が発生する可能性に関
する予測情報

極端現象の予測 確率分布の予測

17

極端現象の予測 確率分布の予測



【エルニーニョ監視速報】

世界各地の天候に大きな影響を及ぼす、太平洋赤道域の大気・海洋の変動
であるエルニーニョ/ラニーニャ現象の実況と見通しに関する情報

エルニーニョ
監視海域

エルニーニョ監視海域及び同海域の海面水温の基準値
との差（赤色がエルニーニョ現象の発生期間 青色がラとの差（赤色がエルニ ニョ現象の発生期間、青色がラ
ニーニャ現象の発生期間）

エルニーニョ監視速報のページ
（http://www data jma go jp/gmd/cpd/elnino/kan

18

（http://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/elnino/kan
shi_joho/kanshi_joho1.html） エルニーニョ監視海域の海面水温の予測（５か月移動平均）



（３）現在の気候や異常気象に関する情報

【世界に異常気象に関する情報】

○気象庁ＨＰの世界の天候のペ ジに 週 月 季節 年毎に世界の天候の情報○気象庁ＨＰの世界の天候のページに、週・月・季節・年毎に世界の天候の情報
を掲載。

○毎週のまとめは、全球異常気象監視速報として毎週水曜日(休日の場合は翌
平日)に掲載平日)に掲載。

○顕著な異常気象が発生した場合等には「臨時報」を掲載することもある。

全球異常気象監視速報の例（対象期間：H22.12.22～28）
19



【過去の統計データ】

気象庁ＨＰにて、過去の気象データを検索できるほか、気候変動等地球環
境に関する統計データを公開中

1時間降水量50ｍｍ以上の年間発生回数(1000地点あたり)
400

・1時間降水量の年間発生回数

・全国約1300地点のアメダスより集計した

・1000地点あたりの回数としている

日本の年平均気温の変化（1898年～2009年）

216
229

179

245

275

244

178

318

275

232

205

177171

354

193

245

206

171181

205

250

191200

250

300

350

(1
0
0
0
地

点
あ

た
り

)

1998～2009平均

233回

1987～1997平均

177回

1976～1986平均

160回
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過去の気象デ タ検索」の ジ
（http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php）

1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008

年
アメダス地点で1時間降水量が50mm以上となっ
た年間の回数（1,000地点あたりの回数に換算）



３．平成22年度気象庁調査
「気候情報の利活用に関するアンケート」 概要速報

調査手法 ： 郵送調査 発送数 1075通 回収数 302通 (回収率28.1%)

分野別回収状況

気

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業
（水ビジネス含む）

農業
水産

エネルギー
関連

放送・新聞
広告

金融
保険

商社
販売業

運輸
旅行

公務レジャー
関連

分野別回収状況
病院・介護

N =

302

10.6 5 19.9 13.2 9.6 6.6 14.24.3 2.3 14.2

製造業（内訳） 社数製造業（内訳） 社数

水ビジネス １１社

製氷業 １１社

食品 ７社

レジャー関連（内訳） 社数

スキー場 １５社

テーマパーク ４社

商社・販売業（内訳） 社数

ドラッグストア ９社

スーパー ８社
食品 社

鉄鋼 ６社

自動車部品 ５社

化粧品・トイレタリー ５社

ホテル １社アパレル ５社

専門商社（食品） ４社

専門商社（鉄鋼） ３社

専門商社（機械・半導体） ３社
※「季節予報」の利活用を

化学 ３社

飲料 ３社

白モノ・生活家電 ３社

医療機器 ２社

専門商社（機械・半導体） ３社

家電量販店 ３社

専門商社（燃料・ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ）

２社

専 商 維

季 」
対象に調査を実施

医療機器 ２社

トラック ２社

非金属 １社

自動車 １社

専門商社（繊維） １社

総合商社 １社

コンビニ １社 21



【アンケート結果概要（速報）】

①業務が気候の影響を受けているか （気候の影響を受ける場合）
何らかの気候リスク管理を実施しているか

影響を受ける
８７．７％

影響を受けない・
不明 １２．３％

何らかの気候リスク管理を実施しているか

実施している
７０ ６％

実施していない・
不明 ２９．４％ ７０．６％明

「影響を受ける」内訳

②気候情報（季節予報）を利用しているか
（利用している場合）（利用している場合）
季節予報における「確率」情報を利用しているか

利用している
２８ ０％

利用している
４０．０％

利用していない・
不明 ６０．０％

「利用している」内訳

（利用していない場合）
気候情報を利用しない理由は（複数回答あり）

２８．０％

利用していない・
不明 ７２ ０％

用 」 訳

不明 ７２．０％

「利用していない」内訳
必要がない

存在を知らなかった

利用方法がわからない
／わかりにくい

22
（％）

予測情報が当たらない
／役に立たない

その他
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